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こんにちの企業組織のあり方を考える場合，情報化  

と国際化は，2つの重要なキーワードである．そのう  

ち，前者の情報化は，「シリコンバレーモデル」と呼  

ばれる新しい企業モデルを生み出してきた．それに対  

して後者の国際化は，「国家超越型企業」とでも呼ぶ  

べき新しい企業モデルを生み出してきた．国家超越型  

企業とは，過去の多国籍企業における国際化とはまっ  

たく次元の異なる国際化を実現した企業モテリレである．   

シリコンバレーモデルと国家超越型企業モデルとは，  

このように情報化と国際化という現代の二大潮流が生  

み出してきた新しい企業モデルなのである．   

本稿の目的は，この2つの新しい企業モデルの内容  

を明らかにし，そのモデルとの関係で日本の現状を議  

論し，日本企業の課題を展望することにある．  

1．国際化戦略の諸類型  

情報化と国際化の二大潮流のうち，ここではまず，  

後者の国際化について検討することから議論をスター  

トさせよう．   

世界規模で展開されているメガ・コンペティション  

は，日本企業のいっそうの国際化と新しい組織論を要  

求している．競争力の陶冶にはげむかぎり，国際化は  

日本企業にとって不可避の戟略であり，趨勢としては  

今後もその国際化が進んでゆき高度化してゆくことは  

間違いあるまい．   

しかし，そもそも企業の国際化とは何を意味し，そ  

れが進むとか高度化するとかいうのは，一体どういう  

ことをさすのだろうか．   

企業の「国際化戦略」という言葉を使った場合，さ  

しあたり次の4つの区別が重要であると私は考える  

［1］．  

（∋母国中心国際化（インターナショナル）戟略  

②世界化（グローバル）戟略  

③複数母国化（マルチドメスティック）戦略  

④多元的国際化（トランスナショナル）戦略   

そして，結論を先取りしていえば，国際化の進展の  

結果生まれてきた「国家超越型企業」とは，国際化戦  

略の類型のなかの④の戦略，すなわち多元的国際化戦  

略を実践している企業のモデル名なのである．   

さて，国際化戦略の第1の類型として「母国中心国  

際化」（英語ではinternational）という戦略がある．  

日本企業であれば，．その母国・日本を中心にして，そ  

こから他国へ出かけて行って活動する，そういう国際  

化である．この場合，外国での活動は営業活動に限ら  

れるなど，限定的である．   

母国中心国際化は，いわば「出稼ぎ」である．活動  

の中心はあくまで母国・日本であり，外国はもっばら  

「稼ぎ場所」だという位置づけである．だから，ヒ  

ト・モノ・カネやアイデアは，ほぼすべて日本から持  

って行くし，成果が出ればそれも日本に回収する．大  

半の日本企業は現在なお，この母国中心国際化の戦略  

をとっている．   

次に出てきたのが，第2の「世界化」（global）戦  

略である．これは，国境をひとまず度外視し，国や地  

域の違いを無視して，文字どおり地球規模で経営の最  

適化をはかろうとするもので，80年代に盛んに提唱さ  

れた．   

世界化は，いわば「元気の良い」国際化である．  

IBMがその先駆事例だとよくいわれた．自動車メー  

カーが一時提唱していた「ワールドカー構想」は，こ  

の世界化戟略を製品展開に当てはめた例である．しか  

しそのワールドカー構想が挫折したように，国や地域  

の違いを無視して経営を展開するというのは余りにも  

単純化のしすぎだという意見もある．   

そこで，この世界化戦略の反省のうえに出てきたの  
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でみても，たとえばファイナンスや研究開発は高度に  

中央集権的だが，他の多くの機能は通常分権的に進め  

るといった具合である．   

世界化にせよ複数母国化にせよ，いずれの戦略でも  

事業展開上「戦略提携」（strategic alliance）が必要  

な場面では積極的にパートナーを開拓するのも，  

ABBの特徴である．自前主義を排除し，自らは強み  

に特化して，佼敏な経営をめぎすのである．ガスター  

ビンにおける日本の川崎重工業との広範な提携は，そ  

の一例である．   

ABBには現在，利益計算の単位となり利益責任を  

負う事業体（profit center）が約5000あり，それが全  

世界に散らばっている．本社役員はCEO以下わずか  

8名で，本社人月は171名である．   

その本社は，既述のようにスイスにあるけれども，  

各事業部隊の本拠地（ヘッドクオーター）は世界中に  

散在している．世界化を志向している事業（上述の前  

者の例）でも，その本拠地はスイスにあるとは限らず，  

むしろ事業ごとにバラバラである．   

以上，ABBの事例を記述してきた．この記述から  

分かるとおり，多元的国際化の大きな特徴は，  

（1）世界化と複数母国化のハイブリッドを追求  

（2）世界規模で戦略提携を活用しパートナーシップ  

を構築  

（3）事業本拠地を本社所在地に集中せず，事業の性   

質に合わせて世界中に布置  

の3つである．いわば国家を意識し国家を超越する戦  

略，それが多元的国際化の本質なのである．   

が，第3の「複数母国化」（multidomestic）戟略で  

ある．これは先にあげた世界化戦略とは違って，世界  

中を一色に塗りつぶすのではなく，むしろ国ごとある  

いは地域ごとに分けてものごとを考え，それぞれの拠  

点の違いや独自性，自律性を重んじる戦略である．そ  

のかぎり，これは現地化（localization）を徹底して  

追求する戦略だといってもよい．   

以上で国際化戟略の3つの類型を分けてきたが，さ  

らに最近になって，もう1つ別種の国際化戦略が現れ  

てきた．英語で「トランスナショナル」（transnatio－  

nal）戦略と呼ばれるもので，私はそれに「多元的国  

際化」というラベルを与えている．   

この多元的国際化の戦略は，簡単にいえば第2の世  

界化戦略と第3の複数母国化戟略との組合せであり，  

その基本は中央集権（あるいは規模の経済性）と分権  

（市場密着のメリット）との同時追求である．この戦  

略の内容は，概念的に説明するよりも，むしろ実例に  

当たったほうが分かりやすい．  

2．多元的国際化  

多元的国際化はもともとヨーロッパ系の多国籍企業  

の間で現れてきた戦略であり，ABB社（AseaBrown  

BoveriLtd．）はその代表例である［2］．   

ABBというのは，スイスのチューリッヒに本社を  

持つ欧州最大の重電系機械・エンジニアリング会社で  

ある．94年12月期の売上高は297億ドル．世界150カ  

国・地域に進出し，全体で約21万人の従業月をもつ巨  

大企業である．ちなみに同社は，英『ファイナンシャ  

ル・タイムズ』紙が1994年に実施した質問票調査で  

「ヨーロッパで最も尊敬すべき会社」に選ばれている  

［3］．   

このABBをみていると，特定事業分野では規模の  

経済性を追求し，（診の世界化戦略を徹底して推し進め  

ているけれど，同時にまた，別のある事業分野では地  

域密着で事業を営み，われわれの分類でいうと（勤の  

「複数母国化」戦略をとっている．前者はたとえば発  

電プラント類であり，規模の経済性が利きやすく，か  

つまた価格が競争上決定的に重要な事業分野である．  

それに対して，後者はたとえば送変電・配電事業や車  

両製造事業であり，おもな顧客が政府・自治体や公共  

企業で，地元密着が不可欠な事業分野である．   

このように，事業分野によって集中と分散を明快に  

使い分け，どちらか一方を強調することで，中途半端  

に二兎を追わないようにしているのである．機能分野  

1997年10月号  

●  

「パッチワーク」のような企業   

すでにみたように，多元的国際化はヨーロッパに源  

流を持つ国際化戦略である．ヨーロッパ系多国籍企業  

の経営者が遂行しているものは，初期的な母国中心国  

際化（インターナショナル）でもなければ，単純な世  

界化（グローバル）でもなく，さらに場当たり的な複  

数母国化（マルチドメスティック）でもない．彼らは，  

単一的なマネジメント原理といったものが国際化では  

役立たないことを，ほとんど本能的に知っている．し  

かし同時にまた，彼らは国際化を通じた企業規模の拡  

大とスケール・メリットの実現に楽観的であり，大企  

業の将来について明るい展望を持っている．彼らがめ  

ぎしているのは，国別・地域別の異質性と多様性を前  

提にし，しかもそれに従属しない多元的国際化（トラ  

ンスナショナリゼーション）なのである．  
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多元的国際化の遂行の結果生まれつつある国家超越  

型企業は，たとえていえば「パッチワーク」のような  

企業だといえるかもしれない．この種の企業のきわだ  

った魅力も，またその脆弱さや経営のむずかしさも，  

とも′に，パッチワー クとしての企業の成り立ちに由来し  

ている．  

3．シリコンバレーモデル  

ヨーロッパが高レベルの国際化を追求する過程で  

「国家超越型企業」を創造してきたのに対して，アメ  

リカ・カリフォルニアの産業集積地，シリコンバレー  

はまったく別種の企業モデルを生み出してきた．その  

背景となったのは情報化，すなわちコンピュータ・ネ  

ットワークの技術進歩とその広範な浸透であった．   

シリコンバレーが生み出してきた企業群については  

多くのことが書かれている［4］．シリコンバレーは  

特定企業を輩出した場所をさす，単なる便宜的地名で  

はない．それは特有のコミュニティであり，その特有  

さのゆえに「シリコンバレーモデル」と呼ばれる一群  

のユニークな企業群を生み出す母胎となったのである．   

シリコンバレーモデルの顕著な特徴は，しばしば次  

の4つの言葉で表現される［5］．  

（Dアウトソーシング  

（診 コアコンビタンス  

③ネットワーキング  

（彰多産多死   

第1に，シリコンバレーモデルでは，経営活動の遂  

行に必要な経営資源を極力外部から調達しようとする．  

このアウトソーシング重視は，俊敏さ（agi1ity）を最  

優先する経営［6］の当然の帰結で 

資源を内部に抱え込むと，それだけ経営の弾力性・機  

動性が損なわれるからである．   

しかし，何にせよ手当たり次第に外部調達するので  

はもちろんない．当該企業に独自の強さ，すなわちコ  

アコンビタンス（中核能力）［7］については徹底し  

て内部に留保し，またその強みの強化を図るのである．  

コアコンビタンスこそは自社の競争優位性の基礎にな  

るものであり，それをどう洞察し把握するかは企業に  

とって決定的に重要である．一方におけるコアコンビ  

タンス重視の経営が，他方におけるアウトソーシング  

の積極活用と結びついている．   

このように，シリコンバレーモデルは何でも抱え込  

む経営ではなく強みに特化した経営である．このこと  

から，経営活動を遂行していく上で常に幅広い連携が  

648（14）  

追求される．その連携のあり方は，特定2社間の堅い  

提携ではない．各自がコアコンビタンスを持ち寄る  

「緩い」連結である．その連結をネットワークと言っ  

ても良いが，関係パターンが短サイクルで組み替えら  

れ，その範囲が常に伸縮的に変化する点に着日すれば，  

ネットワーキングと呼んだほうがより適切である．   

最後に，シリコンバレーは「多産多死」の世界であ  

る．数多くのアイデアが実際にビジネスとして実現さ  

れ，そしてその多くが比較的短時間に死んでゆく．こ  

うして多様なアイデアが現実の場ですぐに実現・検  

証・淘汰されてゆくのである．このダイナミックなサ  

イクルを駆動しているのがベンチャーキャピタリスト  

であり，豊富なべンチャーキャピタルの存在である．  

彼らはごく少数の「成功」（株式公開）を求めそ，数  

多くの企業群に投資する．多死を前提にした多産．そ  

の投資を動機づけているのは，確率的な意味での経済  

合理性である．   

以上のシリコンバレーモデルは，広義の情報産業あ  

るいは知識集約産業でとりわけ有効であることが実証  

されてきた．また，多数の会社との幅広い連携を特徴  

とするそのモデルは，それ自体コンピュータ・ネット  

ワーク技術の進化と不可分に結びついている．  

4．2つのモデルの要約的対比  

以上，国際化と情報化の二大潮流が生み出してきた  

2つの企業モデルを略述してきた．2つの企業モデル  

とは国家超越型企業（TransNational⊆orporation）  

とシリコンバレーモデル（＄iliconyalleyModel）  

である．前者をTNCモデル，後者をSVモデルと略  

称すれば，TNCモデルとSVモデルは次のような特  

徴を持つ．   

まずTNCモデルは，相対的に大規模な既存企業が  

よりいっそうの成長をめざし，それぞれの母国を超え  

た事業空間（ドメイン）を構築する過程で生まれてき  

た企業モデルである．メガコンペテイ 

支える情報や物流のネットワーク・インフラの整備は，  

従来想定できなかったような巨大市場を生み出しつつ  

ある．その巨大市場を対象とし，それに育まれた企業  

がTNCである．   

それに対して，SVモデルの分析単位は個別企業で  

はない．それはシリコンバレーというコミュニティで  

生まれた新しい企業群の総称である．機能的にTNC  

モデルに対応するのは個別の新生企業ではなく，その  

企業クラスターである点に，まず注意が必要である．  
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TNCモデルは国際化あるいはボーダーレス化の潮  

流を背景として生まれてきた．それに対して，SVモ  

デルは情報化すなわちコンピュータ・ネットワークの  

技術革新とその浸透の申し子である．   

おもな活動領域として，どういう領域に注意の焦点  

を当てているかについては，TNCモデルが全世界を  

強く志向しているのに対して，◆ SVモデルはシリコン  

バレーというコミュニティへの執着が強い．スモー  

ル・コミュニティにおける人的かつ対面的（face－tO－  

face）なやりとりが，SVモデルを支えているカギで  

あると考えられているからである．   

他企業との連携に積極的である点では，2つのモデ  

ルは共通である．しかしその連携のかたちは，2つの  
モデルの間でずいぶん違っている．TNCモデルでは，  

ペアワイズの交渉を通じた戦略連携（strategic al－  

1ience）が中心である．その関係は2社間を基本とし，  

どちらかといえば限定的・固定的・長期的性格を持っ  

ている．それに対してSVモデルでは，より多くの企  

業との間に緩い連携を結び，しかもそれを常に改変し  

てゆこうとする．固定的関係は機動的展開の足かせに  

なりかねないからである．   

最後に，TNCモデルのターゲットは全世界におけ  

る市場支配性の確立であり，ローカリゼーションの要  

素を含みつつも，スケールメリットの実現がそのため  

の中心的課題になる．それに対して，SVモデルのタ  

ーゲットはパイオニア的な新市場の創造であり，その  

ため起業のスピード，俊敏性，他社に先駆ける先行性  

が基本課題になる．   

以上を整理すると，表1が得られる．   

ここで，次の3点が重要である．第1に，シリコン  

バレー モデルを喧伝する立場の議論はしばしば「大企  

業の時代は終わった」という俗説を主張する［8］．  

なるほどSVモデルは，既存の企業観に対して多大な  

インパクトを与えてきた．けれども，メガコンペティ  

ションという大きな潮流のなかで，ヨーロッパでも北  

米でも東アジアでも，従来想定できなかった巨大市場  

が生まれていること，その市場へ向けて新しいタイプ  

の巨大企業が生まれつつあることも事実なのである．   

関連する第2の論点として，「スケールメリット追  

求の経営は終わった」という主張も間違いである．メ  

ガコンペティションが新しい巨大企業の輩出を可能に  

し，そうして事実，文字どおり世界規模でスケールメ  

1）ットを実現しようとするTNCモデルが，SVモデ  

ルとは違った領域で，着実に地歩を築いているからで  

ある．   

第3に，「内部抱え込み型の経営は終わった」とい  

う主張［9］も同様に間違いである．なるほど，何で  

も自社内に抱え込む「総合百貨店方式」の経営は，こ  

んにち大きな壁にぶつかっている［10］．しかし，  

TNCモデルでもSVモデルでも，中心的経営資源の  

内部化は当然の経営課題であって，厳しくそれを追求  

している．とりわけTNCモデルでは，自社内に蓄積  

された経営資源の幅と厚みが，競争優位の構築上決定  

的に重要である．  

5．日本の現状と課題  

最後に，以上の枠組みを前提にして，日本の現状と  

課題をスケッチしておこう．   

まず日本の現状を一瞥しておくと，日本には典型的  

なTNCは存在しないし，またSVモデルに妥当する  

企業群も依然存在しないといってよいように思われる 

多くの日本企業は，一方では母国・日本へのこだわ  

りが強く，■まさに母国中心国際化を図っているか，あ  

るいは比較的単純な世界化戟略を推進するか，そのい  

ずれかであり，多元的国際化を推進する国家超越型企  

業にはほど遠い状態である［11］．また他方では，シ  

リコンバレーモデルほど割り切りの良いネットワーク  

経営は，ミスミ［12］）のような特殊例外事例はある  

ものの，クラスターとしては日本にまだ現れていない  

といってよい．   

日本の企業組織を鳥曝すれば，2つの企業モデルの  

いずれにも純化できず，中途半端なところで動きがと  

れない状況に陥り，いわば「stuck－in－theAmiddle」  

の状態［13］にあるといえるのかもしれない．   

以上の現状把握を前提にして，日本の課題を列挙す  

ると，第1はTNCモデルの実現である．すべての大  

企業ではないが，日本の主導的大企業の一部はTNC  
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表1 2つの企業モデルの対比（要約表）  

企業モデル  国家超越型企業 シリコンバレー企業群  

（TNCモデル） （SVモデル）  

分析単位  

オリジン  

キートレンド  

焦点領域  

関係性  

目標  

強み  

個別企業  

既存大企業  

国際化  

全世界  

戦略提携  

世界市場支配  

スケール  

企業クラスター  

新生企業  

情報化  

コミュニアイ  

ネットワーキング  

市場創造  

スピード  

1997年10 月一号  
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



［2］ABB以外には，たとえばネスレ（食品），ユニリー  

バ（日用品ノトイレタリー），フィリップス（エレクトロ  

ニクス），ノキア（エレクトロニクス），エレクトロラッ  

クス（家電），エリクソン（通信），などがその例である．  

［3］June27，1994．  

［4］日本語で利用できる最近の文献では，清成忠男・橋  

本寿朗（編著）『日本型産業集積の未来像』，日本経済新  

聞社，1997年など．  

［5］たとえば次を参照．米倉誠一郎「20世紀型企業モデ  

ルとの決別」，清成・橋本，上掲書，45－78頁．  

［6］S・L・ゴールドマン他『アジル・コンペティションJ  

日本経済新聞社，1996年．  

［7］C．K．Prahalad and Gary Hamel，ttThe Core  

Competence of the Corporation，”Ihruard Business  

Revieu），May－June1990，pp．79－91，  

［8］米倉，上掲論文など．  

［9］たとえば国領二郎『オープン・ネットワーク経営』，  

日本経済新聞社，1995年など．  

［10］榊原『美しい企業 醜い企業j，第4章を参照．  

［11］榊原『美しい企業 醜い企業』，第3章を参照．  

［12］国領，上掲書，付銀のケースを参照．  

［13］MichaelPorter，Competitive Strategy：Tech一  

刀gq〟gSノbγA乃αかzわヱg力肌わ路わ■fgsα乃d C抑ゆ〝巌椚，  

The Free Press，1980，p．41ff．  

［14］榊原清則・坂田政一「企業組織に対する情報ネット  

ワーク技術の意義」，『ビジネスレビュー』，第45巻第1  

号，1997年7月，98－104頁．  

モデルをめぎすべきであり，その実現可能性はあるよ  

うに思われる．この点では，ソニーやキヤノンやミネ  

ベアといった少数先駆企業の実践が参考になる．第2  

に，コミュニティ単位でのSVモデルの実現も，日本  

の重要課題の1つである．シリコンバレーの特徴をつ  

まみ食いして移植しても意味に乏しいけれど，産学連  

携を基盤に新しい産業創造の場をつくる端緒的試みは，  

日本にもい〈つか現れている．   

第3に，国際化や情報化を意識し，しかもなおかつ，  

TNCモデルともSVモデルとも違う第3のモデルを  

構築することは，日本の企業組織の重要な課題であろ  

う．それがどういうものなのか，筆者にも確たる結論  

はないが，この点についても，情報化と国際化とを意  

識した新しい組織モデル構築の試みが日本企業の間に  

現れている［14］ご そうした変化の芽を注意深く観察  

し，ジャパン・オリジナルの企業モデルを理論化する  

ことは，筆者の次の研究課題である．  
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